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Ⅰ 会社設立の趣旨 

 

神戸航空貨物ターミナル株式会社は、平成６年９月４日の関西国際空港の開港によって訪れた本

格的な「空の時代」に対応して、西日本一円の航空貨物の物流拠点としての、荷さばき、通関、保

管及び関西国際空港への集中輸送等の機能を備えた「神戸航空貨物ターミナル」を整備運営するこ

とにより、神戸港を海空陸の総合的な物流ネットワークの結節点として、さらに発展させることを

目的として設立された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

Ⅱ 会社の概要 

 

１ 商 号  神戸航空貨物ターミナル株式会社 

Kobe Air Cargo City Terminal Co., Ltd. 

 

２ 所 在 地   神戸市東灘区向洋町東４丁目16番地 

 

３ 設 立   平成４年４月28日 

 

４ 資 本 金   100,000千円 

（平成28年８月実施の減資前資本金 2,936,000千円 

うち、神戸市出資額 1,720,000千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 

「航空貨物ターミナル（Air Cargo City Terminal）」とは、航空貨物の輸送を円滑に行うため

に、空港での荷さばき業務の輻輳を避ける目的で、事前に都心のターミナルで貨物の搬入・保管・

通関・輸送等の業務を総合的に処理する物流センターである。 
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Ⅲ 会社の機構・社員数 

 

１ 機  構  

    （令和５年７月１日現在） 

 

代表取締役社長  ◦東野 展也 

代表取締役常務  ◦松村 賢一 

 

総務部 

 

部長 （松村 賢一）  総務グループ課長  ＊川崎 孝男 

管理課長        ◦山田 一之 

 

事業部 

 

部長  植田  進 

    課長  松田 純秀 

 

（注）◦ 印は本市を退職した職員を示す。 

＊印は本市再任用職員を示す。 
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２ 社 員 数  

（令和５年７月１日現在） 

組    織 部   長 課   長 係   員 計 

総  務  部       ２      １ ３ 

事  業  部      １      １      １ ３ 

計       １      ３      ２ ６ 
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３ 役  員  

（令和５年７月１日現在） 

役  職  名 氏       名 兼 務 す る 主 な 職 業 

代表取締役社長 東 野 展 也  

代表取締役常務 松 村 賢 一  

取    締    役 長谷川 憲 孝 神戸市港湾局長 

取    締    役 𠮷 井   真 阪神国際港湾株式会社取締役副社長 

取    締    役 近 藤 真二郎 
郵船ロジスティクス株式会社執行役員西日本営業本部

本部長 

取    締    役 村 田 幸 弘 日本通運株式会社大阪航空支店長 

取    締    役 森 脇 英 典 
株式会社近鉄エクスプレスコーポレート・プランニン

グ＆アドミニストレーション部課長 

取    締    役 坂 本 達 哉 株式会社阪急阪神エクスプレス西日本第二営業部部長 

取    締    役 布 井 健 志 
日本航空株式会社日本地区貨物販売支店西日本販売部

部長 

取    締    役 勝 部 昭 男 

全日本空輸株式会社貨物事業室オペレーション企画部

部長兼 株式会社ＡＮＡ Ｃａｒｇｏ常務取締役オペ

レーション部門総括  

監    査    役 酒 井   俊 株式会社三井住友銀行公務法人営業第二部副部長 

監    査    役 藤 原 正 廣 弁護士 
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Ⅳ 定  款 

 

第１章 総   則 

 

（商 号） 

第１条 当会社は、神戸航空貨物ターミナル株式会社と称し、英文では Kobe Air Cargo City Ter-

minal Co., Ltd.と称する。 

（目 的） 

第２条 当会社は、下記の事業を営むことを目的とする。 

  ⑴ 航空貨物ターミナルの経営 

  ⑵ 貨物の荷役、保管及び梱包 

  ⑶ 店舗、事務所、上屋、倉庫、荷捌施設の管理及び賃貸 

  ⑷ 荷役用機材及び機器の整備、保管及び賃貸 

  ⑸ 通関手続き業務の代行 

  ⑹ 空港案内等各種情報提供サービス業 

  ⑺ 貨物運送取扱事業 

  ⑻ 貨物自動車運送事業 

  ⑼ 倉庫業 

  ⑽ 飲食店、喫茶店、航空貨物ターミナル内の売店の経営 

  ⑾ 駐車場の経営 

  ⑿ 船舶及び自動車用燃油類及び部品の販売 

  ⒀ 郵便切手類、収入印紙類の売り捌き 

  ⒁ 広告宣伝の請負及びその企画製作 

  ⒂ 土地、建物の売買及びその賃貸 

  ⒃ 損害保険代理業 

  ⒄ 物流に関する調査 

  ⒅ 前各号に付帯するいっさいの事業 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を神戸市東灘区に置く。 

（機 関） 

第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

  ⑴ 取締役会 

  ⑵ 監査役 

（公告方法） 

第５条 当会社の公告方法は、電子公告による方法により行う。ただし、事故その他やむを得ない
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事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行う。  

 

第２章 株   式 

 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、180,000株とする。 

（株券の発行） 

第７条 当会社の株式については、株券を発行する。 

（株券の種類） 

第８条 当会社の株券は、１株券、10株券、50株券、100株券、1,000株券の５種類とする。このほ

かに、1,000株未満の株式については、その株式数を表示した株券を発行することができる。 

（株券の届出事項） 

第９条 当会社の株主及び質権者またはその法定代理人は、その氏名、住所及び印鑑を当会社所定

の書式により届け出なければならない。 

２ 前項の届出事項に関し変更を生じたときもまた同様とする。 

３ 前各号の届出をなさないために生じた損害については、当会社はその責を負わない。 

（株式の譲渡制限） 

第10条 当会社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

（株式の取扱い） 

第11条 株式の名義書替その他株式の取扱いに関する手続き及び手数料等については、取締役会で

定める株式取扱規則による。 

（株主名簿の閉鎖） 

第12条 当会社は、毎事業年度末日の翌日から定時株主総会終了の日まで株主名簿の記載の変更を

停止する。 

２ 前項のほか、株主または質権者として権利を行使すべき者を確定するため必要があるときは、

あらかじめ公告して一定期間株主名簿の記載の変更を停止し、または基準日を定めることができ

る。 

 

第３章 株 主 総 会 

 

（招 集） 

第13条 当会社の定時株主総会は、事業年度末日の翌日から３か月以内に招集し、臨時株主総会は、

必要に応じてこれを招集する。 

（招集権者） 

第14条 当会社の株主総会は、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議に基づき、取

締役社長がこれを招集する。 
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２ 取締役社長に事故あるときは、あらかじめ取締役会の定める順序により、他の取締役がこれを

招集する。 

（議 長） 

第15条 株主総会の議長は取締役社長がこれにあたる。 

２ 取締役社長に事故あるときは、あらかじめ取締役会の定める順序により、他の取締役がこれに

あたる。 

（決議の方法） 

第16条 株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行

使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

（議決権の代理行使） 

第17条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主を代理人として議決権を行使することができる。

この場合、代理人は代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。 

（議事録） 

第18条 株主総会における議事の経過の要領及びその結果その他法令に定める事項については、こ

れを議事録に記載する。 

 

第４章 取締役、取締役会、代表取締役及び監査役 

 

（取締役及び監査役の数） 

第19条 当会社の取締役は20名以内とし、監査役は４名以内とする。 

（取締役及び監査役の選任の方法） 

第20条 当会社の取締役及び監査役は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって選任する。 

２ 取締役の選任については、累積投票によらない。 

（取締役及び監査役の任期） 

第21条 取締役の任期は選任後２年以内、監査役の任期は選任後４年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 任期満了前に退任した取締役の補欠として、または増員により選任された取締役の任期は、他

の在任取締役の任期の残存期間と同一とする。 

３ 任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、前任者の任期の残存期

間と同一とする。 

（取締役会の権限） 

第22条 取締役会は、取締役をもってこれを構成し、法令または本定款に定める事項その他当会社

の業務の執行を決定する。 

（取締役会の招集及び議長） 

第23条 取締役会は、取締役社長がこれを招集し、その議長となる。 
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２ 取締役社長に事故あるときは、あらかじめ取締役会の定める順序により、他の取締役がこれに

かわる。 

（招集通知） 

第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役及び各監査役に対して発するものと

する。但し、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 取締役会は、取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会

を開催することができる。  

（取締役会の決議の方法） 

第25条 取締役会の決議は、取締役の過半数が出席し、その過半数をもって決する。 

（取締役会の決議の省略） 

第26条 当会社は、会社法第370条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があったものとみな

す。 

（取締役会規則） 

第27条 取締役会に関する事項は、本定款に定める場合を除き、取締役会で定めた取締役会規則に

よる。 

（取締役会の議事録） 

第28条 取締役会における議事の経過の要領及びその結果その他法令に定める事項は、議事録に記

載し、出席した取締役及び監査役がこれに記名押印する。 

（役付取締役） 

第29条 取締役会の決議をもって、取締役社長１名、取締役副社長、専務取締役及び常務取締役若

干名をおくことができる。 

（代表取締役） 

第30条 取締役会の決議をもって、前条の役付取締役の中から会社を代表する取締役若干名を定め

ることができる。 

２ 代表取締役は各自会社を代表する。 

（報 酬） 

第31条 取締役及び監査役の報酬は、それぞれ株主総会の決議をもって定める。 

（取締役及び監査役の一部責任免除） 

第32条 当会社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって取締役及び監査

役（取締役及び監査役であったものを含む。）の同法第423条第１項の損害賠償責任を、法令の限

度において、免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく

責任の限度額は、法令が規定する額とする。 
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第５章 計   算 

 

（事業年度） 

第33条 当会社の事業年度は４月１日から翌年の３月31日までとする。 

（剰余金の配当） 

第34条 事業年度の剰余金の配当は、毎事業年度末日現在における株主名簿に記載された株主また

は質権者に対して支払う。 

２ 剰余金の配当はその支払提供の日から満３年を経過したとき、当会社はその支払いの義務を免

れるものとする。  

 

第６章 附   則 

 

（設立に際して発行する株式） 

第35条 当会社の設立に際して発行する株式の総数は、48,200株とし、すべて額面株式とする。そ

の発行価額は１株につき50,000円とする。 

（最初の営業年度） 

第36条 当会社の最初の営業年度は、当会社設立の日から平成５年３月31日までとする。 

（最初の取締役及び監査役の任期） 

第37条 当会社の最初の取締役及び監査役の任期は、その就任後１年以内の最終の決算期に関する

定時株主総会の終結の時に満了する。 

（発起人の氏名、住所及び引受株数） 

第38条 発起人の氏名、住所及びその引受けた株式の株は下記のとおりである。 

 

（住 所） 

      （氏 名）                                                 （引受株式数） 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

神 戸 市        19,200株 

神戸市中央区港島中町６丁目１番地 

神  戸  商  工  会  議  所                                                    20株  

神戸市中央区浜辺通５丁目１番14号 

財団法人神戸港埠頭公社                                                 6,000株  

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 

日 本 航 空 株 式 会 社                                                 1,400株  

東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

全 日 本 空 輸 株 式 会 社                                                 1,280株  

 



11 

 

東京都千代田区有楽町１丁目４番１号 

郵船航空サービス株式会社                                                 2,600株  

東京都千代田区大手町２丁目３番６号 

株式会社近鉄エクスプレス                                                 2,000株  

東京都千代田区外神田３丁目12番９号 

日 本 通 運 株 式 会 社                                                 2,000株  

大阪市北区角田町８番47号 

株 式 会 社 阪 急 交 通 社                                                 2,000株  

神戸市中央区東町112番地 

関空カーゴアクセス株式会社                                                   260株  

 

附 則 

この定款は、平成４年４月６日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成５年６月30日から施行する。  

附 則 

この定款は、平成６年６月21日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成14年６月24日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成18年６月22日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成21年６月24日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成29年６月20日から施行する。 
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Ⅴ 令和４年度事業報告 

 

１ 事業実績の概要 

当会社においては、荷主の物流コスト削減や航空貨物業界の業務再編など厳しい経営環境が続く中

で、関係各社及び行政機関の理解、支援も得ながら、貨物の需要地に近く、スピーディな荷主対応と

集積のメリットを発揮できる航空貨物ターミナルとして、業務の円滑化や物流コスト軽減に向けて、

集中輸送業務や爆発物検査体制の整備など柔軟なサービス提供に努めている。 

令和４年度の国際航空貨物の動向については、ロシア・ウクライナ情勢や上海ロックダウンなどの

中国のコロナ政策の影響、海上輸送の混雑の緩和、世界的な半導体不足や欧米での利上げに伴う景気

後退の懸念などの要因が重なり、航空貨物需要はマイナス基調が続いた。 

このような中、当会社における令和４年度の貨物取扱量は2,258トンとなった。また、フォワー

ダー等への施設賃貸については、上屋貸付面積は4,141平方メートル、事務所貸付面積では1,143

平方メートルとなった。 

一方、国内貨物等事業であるフォワーダー以外の物流事業者への施設賃貸については、上屋で

は14,153平方メートル、事務所については1,914平方メートルとなっている。 

 

  ⑴ 貨物の取扱状況（国際貨物事業）                   （単位 トン） 

区   分 上   期 下   期 合   計 

集
中
輸
送
業
務 

輸    出      843       812     1,655 

輸    入       298       305       603 

計     1,141     1,117     2,258 

 

 ⑵ 施設の賃貸状況（国際貨物事業・国内貨物等事業） （令和５年３月31日現在、単位 ㎡） 

施設区分 国際貨物事業 国内貨物等事業 合   計 入居率(％) 

建 

物 

上屋(荷受場含む)   4,141 14,153   18,294 
   21,351      68.0 

事  務  所   1,143   1,914    3,057 

駐
車
場
等 

面 積 貸 付     207   6,008           6,215      97.9 

個 別 貸 付     12台   81台      93台      65.0 
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２ 損益計算書 

（令和４年４月１日～令和５年３月31日、単位 円） 

費  用  の  部 収  益  の  部 

科    目 金    額 科    目 金    額 

営 業 費 用 

国 際 貨 物 事 業 費 

国内貨物等事業費 

営業外費 用 

雑   損   失 

 

389,918,027 

135,864,423 

254,053,604 

100,155 

100,155 

 

営 業 収 益 

国際貨物事業収入 

国内貨物等事業収入 

営業外収 益 

受  取  利  息 

 

 

423,334,764 

124,504,479 

298,830,285 

329,770 

329,770 

 

 

合    計 390,018,182 合    計 423,664,534 

 税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

前期繰越利益剰余金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

33,646,352 

11,816,091 

△1,142,045 

22,972,306 

200,734,688 

223,706,994 

 

 

 

※ 神戸市からの収入  

   ⑴ 補 助 金          - 千円 

   ⑵ 受 託 料           - 千円  
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３ 貸借対照表 

（令和５年３月31日現在、単位 円） 

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部 

科    目 金    額 科    目 金    額 

流 動 資 産 

現 預 金 

売 掛 金 

有 価 証 券 

未 収 入 金 

未 収 収 益 

貯 蔵 品 等 

前 払 費 用 

そ の 他 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

  ソ フ ト ウ ェ ア 

投資その他の資産 

長 期 性 預 金 

投 資 有 価 証 券 

保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

 

 

483,157,419 

372,716,237 

7,807,402 

100,000,000 

2,404 

48,560 

872,215 

1,600,601 

110,000 

 

246,881,395 

8,528,096 

7,315,469 

3,006 

1,209,621 

1,422,234 

861,800 

560,434 

236,931,065 

30,000,000 

200,007,000 

3,394,786 

3,529,279 

 

 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 費 用 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

そ の 他 

 

固 定 負 債 

預 り 保 証 金 等 

退職給付引当金 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

 

226,230,996 

62,239,877 

3,489,602 

13,022,911 

30,870,256 

857,777 

8,436,100 

5,468,400 

94,831 

 

163,991,119 

158,844,119 

5,147,000 

 

503,807,818 

503,807,818 

100,000,000 

180,100,824 

180,100,824 

223,706,994 

223,706,994 

223,706,994 

 

資 産 合 計 730,038,814 負債及び純資産合計 730,038,814 
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４ 損益明細書 

 

⑴  収入内訳表                             （単位 円） 

区   分 合  計 
内       訳 

入居率（％） 
事 業 収 入 受 託 収 入 補助金収入 受取利息他 

国際貨物事業収入 124,504,479 124,504,479 － － － 

国内貨物等事業収入 298,830,285 298,830,285 － － － 

受 取 利 息 等 329,770 － － － 329,770 

合    計 423,664,534 423,334,764 － － 329,770 

 

 

⑵  支出内訳表                                                         （単位 円） 

 区   分 合  計 
内       訳 

入居率（％） 
人 件 費 物 件 費 減価償却費 雑 損 失 等 

国 際 貨 物 事 業 費 135,864,423 11,714,804 123,735,911 413,708 － 

国内貨物等事業費 254,053,604 28,117,369 224,943,272 992,963 － 

雑 損 失 100,155 － － － 100,155 

合    計 390,018,182 39,832,173 348,679,183 1,406,671 100,155 

 

 

⑶  収支明細表（営業収支）                        （単位 円） 

 区   分 収   入 支   出 収 支 差 

国 際 貨 物 事 業 124,504,479 135,864,423 △11,359,944 

国 内 貨 物 等 事 業 298,830,285 254,053,604 44,776,681 

合    計 423,334,764 389,918,027 33,416,737 
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Ⅵ 令和５年度事業計画 

 

１ 事業計画 

国際航空貨物需要は、ロシア・ウクライナ情勢や中国でのロックダウン、世界的な半導体不足、エネ

ルギー価格の高騰や欧米での利上げを受けた景気の冷え込みなどを受け、令和４年後半から減速傾向が

続いており、全体的な荷動きの回復は見通せない状況である。 

当会社においては、航空物流業界を取り巻く厳しい経営環境を注視しつつ、航空貨物ターミナル

として、フォワーダーの理解と協力も得ながら、業務の円滑化や柔軟なサービス提供に努めるとと

もに、集中輸送の効率化を図り、地元企業等の支援の役割を果たしていく。また、一般物流業者の

誘致を図り、経営の安定化及び総合物流施設として活性化に努めていく。 

令和５年度においては、貨物及びテナントの誘致に引き続き取り組み、貨物取扱業務については、

2,760トン、施設賃貸面積については、22,000平方メートルを見込んでいる。 

  

 ⑴ 貨物の取扱目標（国際貨物事業）              

区   分 取 扱 量（トン） 

集
中
輸
送
業
務 

輸    出     2,020 

輸    入       740 

計     2,760 

 

 ⑵ 施設の賃貸目標（国際貨物事業・国内貨物等事業） （令和６年３月31日現在、単位 ㎡） 

施設区分 国際貨物事業 国内貨物等事業 合   計 入居率(％) 

建 

物 

上屋(荷受場含む)   5,500 13,400   18,900 
   22,000      70.1 

事  務  所   1,200   1,900    3,100 

駐
車
場
等 

面 積 貸 付     200   6,000           6,200      97.6 

個 別 貸 付     15台    85台      100台      69.9 
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２ 経営改善の取組み状況 

  

 ⑴ これまでの取組み状況 

貨物取扱事業は、平成６年の開業当初、六甲アイランド－関西国際空港間をＲＯＲＯ船による

海上輸送で行っていたが、①開業直後の阪神淡路大震災による物流ルートの変化、②長引く景気

低迷の影響による取扱貨物量の伸び悩み等により、毎年度５億円超の大幅な赤字が続いた。 

このため、平成11年４月より、海上輸送から陸上輸送による集中輸送に転換し、航空貨物の増

減に対応した弾力的な輸送体制にすることで運送コストの低減を図るとともに、同年６月には、

当会社が所有してきた資産を神戸市に売却し、毎年の金利支払、減価償却費等の維持管理費の負

担を軽減するなど、経営体質を大幅に改善した。 

また、荷主の物流コスト削減や通関行政の規制緩和、フォワーダー事業の再編統合など厳しい

経営環境が続く中で、当会社においては債務超過状態の解消を第一義として、更に事業の見直し

や組織のスリム化に取り組んだ。平成18年度には収支効率の悪かった貨物取扱業務を全面的に見

直し、集中輸送業務の対象を８社から３社に縮小するとともに、施設賃貸料の見直しも行った。

これらにより、平成21年度末には債務超過状態を解消し、さらなる健全経営に努めているところ

である。 

航空貨物は戦略的物流手段として世界的な景気変動等に大きく左右されるところであるが、今

後も当会社では航空貨物ターミナルとして、フォワーダー各社の理解と協力も得て円滑な通関・

貨物輸送・保安体制など柔軟なサービス提供を図っていくことにより、国際貨物の需要地に近い

業務支援施設として、地元企業等の支援の役割を果たせるよう努める。 

また、一般物流事業者等の誘致も行い、経営の安定化及び総合物流施設として活性化に取り組

んでいる。 

   

⑵ 令和４年度の取組み 

  ・施設入居に係るインセンティブの創設 

  ・職員構成の見直しによる人件費の削減 

 

⑶ 令和５年度の取組み 

・集中輸送の効率化と取扱貨物量の増加のための営業活動の強化 

・上屋及び事務所への入居促進の強化 

・施設管理及び一般管理のコスト削減 

  ・特定株主からの合意による自己株式の取得 
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３ 予定損益計算書 

（令和５年４月１日～令和６年３月31日、単位 千円） 

費  用  の  部 収  益  の  部 

科    目 金    額 科    目 金    額 

営 業 費 用 

国 際 貨 物 事 業 費 

国内貨物等事業費 

営業外費 用 

雑   損   失 

 

385,922 

130,185 

255,737 

1 

1 

営 業 収 益 

国際貨物事業収入 

国内貨物等事業収入 

営業外収 益 

受  取  利  息 

 

 

416,837 

118,672 

298,165 

183 

183 

合    計 385,923 合    計 417,020 

 税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

前期繰越利益剰余金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

31,097 

10,728 

162 

20,207 

223,707 

243,914 

 

 

 

※ 神戸市からの収入  

   ⑴ 補 助 金          - 千円 

   ⑵ 受 託 料           - 千円  
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４ 予定貸借対照表 

（令和６年３月31日現在、単位 千円） 

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部 

科    目 金    額 科    目 金    額 

流 動 資 産 

現 預 金 

売 掛 金 

有 価 証 券  

未 収 入 金 

未 収 収 益 

貯 蔵 品 等 

前 払 費 用 

 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

投資その他の資産 

長 期 性 預 金 

投 資 有 価 証 券 

保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

 

 

437,956 

428,212 

7,195 

0 

2 

40 

911 

1,596 

 

 

245,704 

8,471 

6,165 

0 

2,306 

1,266 

862 

404 

235,967 

30,000 

200,007 

3,395 

2,565 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 費 用 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

そ の 他 

 

固 定 負 債 

預 り 保 証 金 等 

退職給付引当金 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

  自 己 株 式 

219,645 

58,861 

3,807 

12,721 

30,850 

865 

5,970 

4,567 

81 

 

160,784 

155,246 

5,538 

 

464,015 

464,015 

100,000 

180,101 

180,101 

243,914 

243,914 

243,914 

△60,000 

資 産 合 計 683,660 負債及び純資産合計 683,660 
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５  予定損益明細書 

 

⑴ 収入内訳表                             （単位 千円） 

区   分 合  計 
内       訳 

入居率（％） 
事 業 収 入 受 託 収 入 補助金収入 受取利息他 

国際貨物事業収入 118,672 118,672 － － － 

国内貨物等事業収入 298,165 298,165 － － － 

受 取 利 息 等 183 － － － 183 

合    計 417,020 416,837 － － 183 

 

 

⑵ 支出内訳表                                                         （単位 千円） 

 区   分 合  計 
内       訳 

入居率（％） 
人 件 費 物 件 費 減価償却費 雑 損 失 等 

国 際 貨 物 事 業 費 130,185 11,348 118,310 527 － 

国内貨物等事業費 255,737 28,513 225,900 1,324 － 

雑 損 失 1 － － － 1 

合    計 385,923 39,861 344,210 1,851 1 

 

 

⑶  収支明細表（営業収支）                       （単位 千円） 

 区   分 収   入 支   出 収 支 差 

国 際 貨 物 事 業 118,672 130,185 △11,513 

国 内 貨 物 等 事 業 298,165 255,737 42,428 

合    計 416,837 385,922 30,915 
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Ⅶ 主要事業の推移（令和２年度～令和４年度） 

 

項目 

令和２年度    令和３年度 令和４年度 備 考 

実 績 実 績  
前年比

（％） 
実 績  

前年比

（％） 
 

国 

際 

貨 

物 

事 

業 

 

貨 

物 

取 

扱 

状 

況 

輸  出   1,657トン 1,890トン 114.1% 1,655トン 87.6%  

輸  入     320トン 528トン 165.0% 603トン 114.2%  

計 1,977トン 2,418トン 122.3% 2,258トン 93.4%  

施 

設 

賃 

貸 
状 
況 

上 屋 

(荷役場含む) 
7,806.89㎡ 4,141.29㎡ 53.0% 4,141.29㎡ 100.0%  

事 務 所 1,585.87㎡ 1,143.38㎡ 72.1% 1,143.38㎡ 100.0%  

駐 

車 

場 
面積貸付 278.80㎡ 278.80㎡ 100.0% 206.80㎡ 74.2%  

個別貸付 8台 11台 133.3% 12台 109.1%  

国 

内 

貨 

物 

等 

事 

業 

施 

設 

賃 

貸 

状 

況 

上 屋 

(荷役場含む) 
11,893.35㎡ 13,899.95㎡ 116.9% 14,152.75㎡ 101.8%  

事 務 所 2,473.80㎡ 2,177.97㎡ 88.0% 1,913.59㎡ 87.9%  

駐 

車 

場 

面積貸付 5,880.90㎡ 5,935.90㎡ 100.9% 6,007.90㎡ 101.2%  

個別貸付 120台 114台 95.0% 81台 71.1%  

※ 施設賃貸状況における契約面積、契約台数については、当該年度の３月 31 日現在で比較している。 
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(参考）財務状況推移

（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 ３ →４増減

35,583 31,899 33,416 1,517

477,406 476,369 423,334 ▲ 53,035

441,823 444,470 389,918 ▲ 54,552

うち販売費及び一般管理費 63,185 64,051 53,098 ▲ 10,953

うち人件費 48,403 49,735 39,832 ▲ 9,903

うち減価償却費 1,662 1,677 1,407 ▲ 270

▲ 9 67 230 163

106 74 330 256

115 7 100 93

うち支払利息 0 0 0 0

35,574 31,966 33,646 1,680

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

11,326 10,079 10,674 595

24,248 21,887 22,972 1,085

154,599 178,847 200,734 21,887

178,847 200,734 223,706 22,972

773,708 779,473 730,038 ▲ 49,435

456,089 565,187 483,157 ▲ 82,030

317,619 214,286 246,881 32,595

うち建物 7,631 6,402 7,315 913

314,760 298,638 226,231 ▲ 72,407

127,219 133,356 62,240 ▲ 71,116

うち短期借入金 0 0 0 0

187,540 165,282 163,991 ▲ 1,291

うち長期借入金 0 0 0 0

458,948 480,835 503,807 22,972

458,948 480,835 503,807 22,972

資本金 100,000 100,000 100,000 0

資本剰余金 180,101 180,101 180,101 0

利益剰余金 178,847 200,734 223,706 22,972

0 0 0 0

流動資産

固定資産

損
益
計
算
書
（

Ｐ
／
Ｌ
）

営業利益

営業収益

営業費用

特別利益

特別損失

営業外利益

前期繰越利益剰余金

当期純利益

営業外収益

法人税等

経常利益

特別利益

営業外費用

負債合計

株主資本

繰越利益剰余金

固定負債

貸
借
対
照
表
（

Ｂ
／
Ｓ
）

資産合計

評価換算差額等

純資産合計

流動負債

 

※平成 28 年 8月に資本金 2,936,000 千円を 100,000 千円とする無償減資を実施。減資した 2,836,000 千円の内

2,655,899 千円を利益剰余金に振り替えて累積損失を解消し、残額 180,101 千円を資本剰余金に振り替えた。 




